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カジノ管理委員会第１３回会議の開催状況 

  

第１ 日時、場所及び出席者 

１ 日時  

令和２年５月２８日 １４時００分～１６時００分 

２ 場所  

Ｗｅｂ形式による開催 

３ 出席者  

○北村委員長、氏兼委員、渡委員、遠藤委員、樋󠄀口委員 

○徳永事務局長、並木次長、徳田総務企画部長、堀監督調査部長、高田総務課長（議事担

当課）、住友監督総括課長（議事担当課） 

 

第２ 要旨 

１ 議決事項 

 (１) カジノ管理委員会におけるセクシュアル・ハラスメント及び妊娠、出産、育児又は

介護に関するハラスメントの防止等に関する規程の一部改正（案）について 

総務企画部長より、「カジノ管理委員会におけるセクシュアル・ハラスメント及び

妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントの防止等に関する規程の一部改正

（案）」について説明があり、審議の結果、原案のとおり決定した。 

 

２ その他の案件 

 (１) カジノ事業等の規制（電磁的カジノ関連機器等の型式検定制度、指定試験機関制度、

カジノ関連機器等製造業等の許可等、カジノ関連機器等に関するカジノ事業者への規

制関係）について 

監督調査部長より、カジノ事業等の規制（電磁的カジノ関連機器等の型式検定制度、

指定試験機関制度、カジノ関連機器等製造業等の許可等、カジノ関連機器等に関する

カジノ事業者への規制関係）について説明があり、主に以下の点について検討した。 

 

・電磁的カジノ関連機器等の型式検定（下記、IR整備法第百五十一条参照） 

（型式検定） 

第百五十一条 カジノ関連機器等製造業者又はカジノ関連機器等輸入業者は、電磁的カジノ関連

機器等を製造し、又は輸入しようとするときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、

カジノ管理委員会が行う当該電磁的カジノ関連機器等の型式についての検定を受けなければなら

ない。ただし、その型式について次項の検定に合格した電磁的カジノ関連機器等を輸入する場合

については、この限りでない。 
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２ カジノ関連機器等外国製造業者は、電磁的カジノ関連機器等を本邦に輸出しようとするとき

は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会が行う当該電磁的カジノ

関連機器等の型式についての検定を受けることができる。 

３ カジノ管理委員会は、前二項の検定（以下この章において「検定」という。）の申請につい

て、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当するときは、当該型式を検定に合格させてはなら

ない。 

一 当該申請に係る型式がカジノ管理委員会規則で定める技術上の規格に適合していないこ 

と。 

二 当該申請に係る型式の電磁的カジノ関連機器等を製造し、及び検査する設備、体制及 び手 

続（第百五十三条第三号において「設備等」という。）がカジノ管理委員会規則で定める基準 

に適合していないこと。 

三 申請者がカジノ関連機器等輸入業者である場合において、当該申請に係る型式の電磁的カ 

ジノ関連機器等を製造した者がその製造所及び当該電磁的カジノ関連機器等の種別に係る前 

条第一項のカジノ関連機器等外国製造業の認定を受けていないこと。 

４ 検定を受けた者は、当該検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等に、カジノ管理委員

会規則で定めるところにより、検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等である旨の表示

を付さなければならない。 

５ 何人も、検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等以外の機器等には、前項の表示を付

し、又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

 

・指定試験機関制度（下記、第百五十九～第百六十一条、第百六十三条、第百六十七条、

第百六十八条、第百七十二条参照） 

（指定） 

第百五十九条 カジノ管理委員会は、その指定する者（以下「指定試験機関」という。）に、検定  

に必要な試験の実施に関する事務（以下「試験事務」という。）の全部又は一部を行わせること  

ができる。 

２ 前項の規定による指定は、試験事務を行おうとする者の申請により行う。 

３ 前項の申請をしようとする者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、申請書をカジ  

ノ管理委員会に提出しなければならない。 

４ カジノ管理委員会は、第二項の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときでなけれ

ば、第一項の規定による指定をしてはならない。 

一 申請者が、人的構成に照らして、試験事務を適正かつ確実に遂行することができる能力を 

有し、かつ、十分な社会的信用を有する者であること。 

二 申請者の役員が十分な社会的信用を有する者であること。 
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三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者が 

十分な社会的信用を有する者であること。 

四 申請者が株式会社であるときは、その主要株主等基準値以上の数の議決権又は株式の保有 

者（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であるときは、その法定代理人） 

及び当該主要株主等基準値以上の数の議決権又は株式の保有者が法人等であるときはその 

役員が十分な社会的信用を有する者であること。 

五 職員、設備、試験の実施方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が、試       

験事務の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。 

六 申請者が前号の試験事務の実施に関する計画を適正かつ確実に遂行するに足りる経理的  

基礎及び技術的能力を有する者であること。 

５ カジノ管理委員会は、第二項の申請について、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当する 

ときは、第一項の規定による指定をしてはならない。 

一 申請者が次のイからハまでに掲げる者のいずれかに該当すること。 

 イ 株式会社（監査役、監査等委員会又は監査委員会を置くものに限る。）又は一般社団法人 

（監事を置くものに限る。）若しくは一般財団法人でない者 

 ロ 第百四十五条第二項第一号ロ又はハに掲げる者のいずれかに該当する者 

 ハ その行う試験事務以外の業務により試験事務を公正に実施することができないおそれが 

ある者 

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。 

 イ 第百四十五条第二項第二号イ（（３）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する 

  者 

 ロ 心身の故障により試験事務を適正かつ確実に遂行することができない者としてカジノ管 

理委員会規則で定めるもの 

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者の 

うちに第百四十五条第二項第二号イ（（３）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当 

する者があること。 

四 申請者が株式会社であるときは、その主要株主等基準値以上の数の議決権又は株式の保有 

者のうちに第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する者があること。 

 

（指定の有効期間等） 

第百六十条 前条第一項の規定による指定の有効期間は、当該指定の日から起算して三年とす 

る。 

２ 前項の有効期間の満了後引き続き試験事務を行おうとする指定試験機関は、カジノ管理委 

員会規則で定めるところにより、当該指定の更新を受けなければならない。 
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３ 前項の更新を受けようとする指定試験機関は、第一項の有効期間の満了の日前の期間でカ

ジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をしなければならない。 

４ 前項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に対する

処分がされないときは、従前の指定は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされるまでの

間は、なお効力を有する。 

５ 第二項の更新がされたときは、当該指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の日

の翌日から起算して三年とする。 

 

（指定試験機関の役員の選任及び解任） 

第百六十一条 指定試験機関は、その役員を選任し、又は解任しようとするときは、カジノ管理

委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会に申請して、その認可を受けなければ

ならない。 

２ 前項の認可を受けないでした役員の選任又は解任は、その効力を生じない。 

 

（試験事務規程） 

第百六十三条 指定試験機関は、試験事務の開始前に、試験事務の実施に関する規程（以下この

条及び第二百十条第二項第二号において「試験事務規程」という。）を作成し、カジノ管理

委員会の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 試験事務規程で定めるべき事項は、カジノ管理委員会規則で定める。 

３ カジノ管理委員会は、第一項の認可をした試験事務規程が試験事務の適正かつ確実な実施

上不適当となったと認めるときは、指定試験機関に対し、当該試験事務規程を変更すべきこ

とを命ずることができる。 

 

（試験事務に関する事項の記録等） 

第百六十七条 指定試験機関は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、帳簿を備え、こ

れに試験事務に関する事項でカジノ管理委員会規則で定めるものを記録し、これを保存しな

ければならない。 

 

（試験事務の休廃止） 

第百六十八条 指定試験機関は、試験事務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとすると

きは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会に申請して、その許

可を受けなければならない。 
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（カジノ管理委員会規則への委任） 

第百七十二条 この節並びに第二百二条及び第二百十条に規定するもののほか、検定に必要な

試験及び指定試験機関に関する事項その他この節の規定の施行に関し必要な事項は、カジノ

管理委員会規則で定める。 

 

・カジノ関連機器等製造業等の許可等（下記、第百四十四条～第百四十八条、第百五十七 

条参照） 

（許可の申請） 

第百四十四条 前条第一項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を

カジノ管理委員会に提出しなければならない。 

一 申請者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

二 許可を受けようとするカジノ関連機器等製造業等の種別 

三 カジノ関連機器等製造業の許可を受けようとするときは、製造所の所在地並びにその構  

造及び設備の概要 

四 取り扱おうとするカジノ関連機器等の種別 

五 申請者の役員の氏名又は名称及び住所 

六 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項 

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

一 次条第二項各号に掲げる事由のいずれにも該当しないことを誓約する書面 

二 定款及び登記事項証明書 

三 第百四十八条第一項の業務方法書 

四 貸借対照表 

五 収支の見込みを記載した書類 

六 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類 

 

（許可の基準等） 

第百四十五条 カジノ管理委員会は、第百四十三条第一項の許可の申請があったときは、当該

申請が次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。 

一 申請者が、人的構成に照らして、当該申請に係るカジノ関連機器等製造業等を的確に遂 

行することができる能力を有し、かつ、十分な社会的信用を有する者であること。 

二 申請者の役員が十分な社会的信用を有する者であること。 

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者 

が十分な社会的信用を有する者であること。 
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四 申請者が当該申請に係るカジノ関連機器等製造業等を健全に遂行するに足りる財産的 

基礎を有し、かつ、当該カジノ関連機器等製造業等に係る収支の見込みが良好であること。 

五 カジノ関連機器等製造業の許可を受けようとするときは、製造所の構造及び設備並びに 

技術水準が、第百五十一条又は第百五十四条の規定を遵守してカジノ関連機器等を製造す 

るために適切なものであり、かつ、カジノ関連機器等製造業を的確に遂行するために十分 

ものであること。 

六 定款及び第百四十八条第一項の業務方法書の規定が、法令に適合し、かつ、当該申請に 

係るカジノ関連機器等製造業等を適正に遂行するために十分なものであること。 

２ カジノ管理委員会は、第百四十三条第一項の許可の申請について、次の各号に掲げる事由

のいずれかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに虚偽の記載があり、

若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、当該許可を与えてはならない。 

一 申請者が次のイからハまでに掲げる者のいずれかに該当すること。 

イ 会社法に規定する会社でない者 

ロ 第四十一条第二項第一号ロからホまでに掲げる者のいずれかに該当する者 

ハ この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は組織的犯罪処罰法 

第十七条の罪、犯罪収益移転防止法第三十一条の罪その他政令で定める罪を犯し、罰金 

の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わ 

り、又は当該刑の執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者 

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。 

イ 個人であるときは、次の（１）から（３）までに掲げる者のいずれかに該当する者 

（１） 第四十一条第二項第二号イ（１）から（５）まで、（７）又は（８）に掲げる者のい 

ずれかに該当する者 

（２） この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は刑法第百八十五条 

若しくは第百八十七条の罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条、

第十一条若しくは第十七条の罪、暴力団対策法第四十六条から第四十九条まで、第五

十条（第一号に係る部分に限る。）若しくは第五十一条の罪、犯罪収益移転防止法第

二十五条から第三十一条までの罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑（これに相

当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は当該

刑の執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者 

（３） 心身の故障により当該申請に係るカジノ関連機器等製造業等を的確に遂行すること

ができない者としてカジノ管理委員会規則で定めるもの 

ロ 法人であるときは、前号ロ又はハに掲げる者のいずれかに該当する者 

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者 

のうちに前号イ（（３）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。 
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（許可の有効期間等） 

第百四十六条 第百四十三条第一項の許可の有効期間は、当該許可の日から起算して三年とす

る。 

２ 前項の有効期間の満了後引き続きカジノ関連機器等製造業等を行おうとするカジノ関連機

器等製造業者、カジノ関連機器等輸入業者、カジノ関連機器等販売業者又はカジノ関連機器

等修理業者（以下「カジノ関連機器等製造業者等」という。）は、当該許可の更新を受けな

ければならない。 

３ 前項の更新を受けようとするカジノ関連機器等製造業者等は、第一項の有効期間の満了の

日前の期間でカジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をしなけれ

ばならない。 

４ 第百四十四条及び前条（第二項第一号イを除く。）の規定並びに第百四十九条において準用

する第四十二条の規定は、第二項の更新について準用する。この場合において、前条第二項

第二号イ（１）中「第四十一条第二項第二号イ（１）」とあるのは、「第四十一条第二項第二

号イ（２）」と読み替えるものとする。 

５ 第三項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に対す

る処分がされないときは、従前の許可は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされるまで

の間は、なお効力を有する。 

６ 第二項の更新がされたときは、当該許可の有効期間は、従前の許可の有効期間の満了の日

の翌日から起算して三年とする。 

 

（変更の承認等） 

第百四十七条 カジノ関連機器等製造業者等は、次に掲げる事項の変更（第二号に掲げる事項

にあっては、カジノ管理委員会規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、

カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会の承認を受けなければなら

ない。 

一 取り扱おうとするカジノ関連機器等の種別 

二 カジノ関連機器等製造業の許可に係る製造所の構造又は設備 

三 役員 

２ 第百四十五条（第二項第一号を除く。）の規定は、前項の承認について準用する。 

３ カジノ関連機器等製造業者等は、第一項のカジノ管理委員会規則で定める軽微な変更又は

カジノ関連機器等製造業者等の名称の変更その他のカジノ管理委員会規則で定める軽微な変

更をしたときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨をカジノ

管理委員会に届け出なければならない。この場合において、カジノ関連機器等製造業者等は、

カジノ管理委員会規則で定める書類を添付しなければならない。 
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（業務方法書） 

第百四十八条 業務方法書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 カジノ関連機器等製造業等に係る業務に関し、その種別に応じたカジノ関連機器等の管 

理の方法（カジノ関連機器等製造業及びカジノ関連機器等輸入業に係る業務にあっては、 

第百五十一条又は第百五十四条の規定の遵守のための管理の方法を含む。） 

二 カジノ関連機器等製造業等に係る業務の執行が法令に適合することを確保するための 

体制その他当該カジノ関連機器等製造業等に係る業務の適正を確保するための体制の整 

備に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、カジノ関連機器等製造業等に係る業務の適正な実施を確保 

するために必要な事項としてカジノ管理委員会規則で定めるもの 

２ カジノ関連機器等製造業者等は、業務方法書の変更をしようとするときは、カジノ管理委

員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会の認可を受けなければならない。 

３ カジノ管理委員会は、前項の認可の申請があったときは、当該申請が業務方法書に係る第

百四十五条第一項第六号に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。 

 

（記録） 

第百五十七条 カジノ関連機器等製造業者等は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、

カジノ関連機器等の製造、輸入、販売若しくは貸与又は保守若しくは修理その他のカジノ関

連機器等の管理に関しカジノ管理委員会規則で定める事項について記録を作成し、これを保

存しなければならない。 

 

・カジノ関連機器等に関するカジノ事業者への規制（下記、第七十四条参照） 

（カジノ行為業務に使用するカジノ関連機器等） 

第七十四条 カジノ事業者は、カジノ行為業務を行うに当たっては、第百五十一条第一項若し

くは第二項の検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等又は第百五十六条第一項の表示

が付され、かつ、技術基準に適合する非電磁的カジノ関連機器等（以下この条において「適

合機器等」という。）以外の機器等をカジノ関連機器等の用途に使用し、又は適合機器等を

その用途以外のカジノ関連機器等の用途に使用してはならない。 

２ カジノ事業者は、増設、交替その他の事由によりカジノ関連機器等の変更（カジノ行為業務

において大量に使用され又は廃棄されるトランプその他のカジノ管理委員会規則で定める非

電磁的カジノ関連機器等にあっては、その種別の変更に限る。）をしようとするときは、カ

ジノ管理委員会規則で定める軽微な変更の場合を除き、カジノ管理委員会規則で定めるとこ

ろにより、カジノ管理委員会の承認を受けなければならない。 
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３ カジノ管理委員会は、前項の承認の申請について、当該申請に係るカジノ関連機器等が適

合機器等でないときは、当該承認を与えてはならない。 

４ カジノ事業者は、カジノ関連機器等について第二項のカジノ管理委員会規則で定める軽微

な変更をしたときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨をカ

ジノ管理委員会に届け出なければならない。この場合において、カジノ事業者は、カジノ管

理委員会規則で定める書類を添付しなければならない。 

５ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ関連機器等の管理

に関し、点検及び修理の状況その他のカジノ管理委員会規則で定める事項について記録を作

成し、これを保存しなければならない。 

６ 何人も、適合機器等以外の機器等がカジノ関連機器等の用途に使用され、又は適合機器等

がその用途以外のカジノ関連機器等の用途に使用されることを知りながら、カジノ事業者に

対し、それぞれ適合機器等以外の機器等又は適合機器等を販売し、貸与し、又は授与しては

ならない。 

７ 指定職員は、第一項、第二項又は第四項の規定に違反して機器等が使用されていると認め

るときは、カジノ事業者に対し、当該機器等の使用を継続してはならない旨を命ずることが

できる。 

８ 指定職員は、前項の規定による命令をしたときは、当該カジノ事業者に対し、当該機器等に

ついて使用の継続を禁止する旨を記載した文書を交付し、かつ、当該機器等の見やすい箇所

にその旨を表示する標章を貼り付けなければならない。 

９ 指定職員は、前項の規定による措置をとったときは、その旨をカジノ管理委員会に報告し

なければならない。 

１０ 第八項の規定により貼り付けられた標章は、何人も、これを破損し、又は汚損してはなら

ず、また、当該機器等につき必要な措置がとられたことについて、カジノ管理委員会規則で

定める手続により、カジノ管理委員会の確認を受けた後でなければ、これを取り除いてはな

らない。 

１１ 第八項の規定により交付する文書及び貼付する標章の様式は、カジノ管理委員会規則で

定める。 

 

 

以上 


